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平成２９年度普通交付税及び地方特例交付金決定額等について 
 

Ⅰ 普通交付税 
 

１．普通交付税決定額（全国） 
（単位：億円、％） 

区  分 平成29年度 平成28年度 対前年度伸率 

道 府 県 分 
（１０４，６９９） 

８２，５２４  

（１０７，２９５） 

８５，５９３  

（▲２．４） 

▲３．６  

市 町 村 分 
（８９，２５４） 

７０，９７７  

（８７，５６８） 

７１，３９０  

（１．９） 

▲０．６  

合 計 
（１９３，９５３） 

１５３，５０１  

（１９４，８６３） 

１５６，９８３  

（▲０．５） 

▲２．２  

   ※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

 

２．本県分  

（１）交付決定額 （臨時財政対策債を加えた額） 

県    分     2,142億 878万1千円 （2,441億 957万円） 

市町村分     1,791億7,114万7千円  （1,994億4,755万1千円） 

（２）対前年度比較 

    ア  県分の交付決定額は、前年度に比べ41億1,389万円（▲1.9％）の減となった。 

交付決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額は、前年度に比べ43億

4,497万8千円（▲1.7％）の減となった。 

    イ  市町村分の交付決定額は、前年度に比べ49億919万6千円（▲2.7％）の減となった。 

       六ヶ所村は平成８年度から引き続き不交付団体となっている。 

実質的な地方交付税額（交付団体ベース）は、前年度に比べ38億8,584万8千円（▲1.9％）の減となった。 

（市町村別の額は別紙１・２のとおり。） 
（単位：千円、％） 

区 分 平成29年度 平成28年度 差引増減 伸率 

県   分 
（２４４，１０９，５７０） 

２１４，２０８，７８１  

（２４８，４５４，５４８） 

２１８，３２２，６７１  

（▲４，３４４，９７８） 

▲４，１１３，８９０ 

（▲１．７） 

▲１．９ 

市町村分 
（１９９，４４７，５５１） 

１７９，１７１，１４７  

（２０３，３３３，３９９） 

１８４，０８０，３４３  

（▲３，８８５，８４８） 

▲４，９０９，１９６ 

（▲１．９） 

▲２．７  

合 計 
（４４３，５５７，１２１） 

３９３，３７９，９２８  

（４５１，７８７，９４７） 

４０２，４０３，０１４  

（▲８，２３０，８２６） 

▲９，０２３，０８６ 

（▲１．８） 

▲２．２ 

※（ ）は、普通交付税決定額に臨時財政対策債の発行可能額を加えた実質的な地方交付税額 

  



Ⅱ 臨時財政対策債発行可能額 
 

１．臨時財政対策債の概要 

地方財源の不足に対処するため、平成 29 年度から平成 31 年度の間、地方財政法第５条の特例として発行さ

れるもの（平成 13 年度から平成 28 年度の間においても同様に発行）。 

なお、その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

２．臨時財政対策債発行可能額の算出方法 

各地方公共団体の財源不足額を基礎として、財政力を考慮し算出している。 

 

３．臨時財政対策債発行可能額（全国） 

                                                                      （単位：億円、％） 

区  分 平成29年度 平成28年度 対前年度伸率 

都 道 府 県 分 ２２，１７５ ２１，７０１ ２．２ 

市  町  村  分 １８，２７８ １６，１７９ １３．０ 

合 計 ４０，４５２ ３７，８８０ ６．８ 

 

４．本県分 

  県   分  299 億   78 万 9 千円 

  市町村分  202 億 7,640 万 4 千円（市町村別発行可能額は別紙３のとおり） 

                                                                   （単位：千円、％） 

区 分 平成29年度 平成28年度 差引増減 伸率 

県        分 ２９，９００，７８９ ３０，１３１，８７７ ▲２３１，０８８ ▲０．８ 

市  町  村  分 ２０，２７６，４０４ １９，２５３，０５６ １，０２３，３４８ ５．３ 

合 計 ５０，１７７，１９３ ４９，３８４，９３３ ７９２，２６０ １．６ 

 



Ⅲ 地方特例交付金 

 

１． 地方特例交付金の概要 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補塡するため、各地

方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定するもの。 

 

２． 地方特例交付金交付決定額（全国）  

                         （単位：億円、％）                                              

区  分 平成29年度 平成28年度 対前年度伸率 

都道府県 ４７３ ４９３ ▲４．２ 

市 町 村 ８５５ ７４０ １５．６ 

合   計 １，３２８ １，２３３ ７．７ 

 

３．本県分 

県   分   地方特例交付金：   3 億 7,404 万 3 千円 

市町村分   地方特例交付金：   5 億 6,106 万 6 千円 （市町村別決定額は別紙４のとおり） 

（単位：千円、％） 

区  分 平成29年度 平成28年度 差引増減 伸率 

県   分 ３７４，０４３ ３２９，６８２ ４４，３６１ １３．５ 

市町村分 ５６１，０６６ ４９４，４７９ ６６，５８７ １３．５ 

合 計 ９３５，１０９ ８２４，１６１ １１０，９４８ １３．５ 

※ 上記交付金は、普通交付税の交付・不交付にかかわらず、全地方公共団体が交付対象となる。 

 

 


